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1.  平成22年3月期第3四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第3四半期 23,672 △4.4 △5,397 ― △5,125 ― △3,559 ―
21年3月期第3四半期 24,749 ― △5,725 ― △6,001 ― △4,224 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第3四半期 △44.19 ―
21年3月期第3四半期 △52.39 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第3四半期 72,010 37,071 51.1 457.17
21年3月期 77,581 40,710 52.2 502.37

（参考） 自己資本   22年3月期第3四半期  36,822百万円 21年3月期  40,478百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― ― ― 7.50 7.50
22年3月期 ― ― ―
22年3月期 

（予想）
7.50 7.50

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 70,000 9.0 3,000 73.6 2,900 76.7 1,400 365.8 17.38
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(注)前連結会計年度において非連結子会社であった中南米工営(株)については、重要性が増したため第１四半期連結会計期間より連結子会社に含
めておりますが、開示府令第19条第８項に規定する特定子会社には該当いたしません。 

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
(注) 詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 4. その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。上記予想に関する件については、４ページ【定性的情報・財務諸表等】「３．連結業績予
想に関する定性的情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第3四半期 86,656,510株 21年3月期  86,656,510株
② 期末自己株式数 22年3月期第3四半期  6,112,608株 21年3月期  6,081,506株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第3四半期 80,555,144株 21年3月期第3四半期 80,626,549株
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第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）におけるわが国経済は、輸出
の増加、生産や個人消費の持ち直しの動きが見られるものの、企業収益の大幅な減少が続き、雇用情勢に
も依然として改善が見られないなど景気は引き続き厳しい状況で推移しました。 
 日本工営グループを取り巻く経営環境は、公共事業を含む補正予算の執行がなされたものの、総選挙後
の新政権において公共事業の大幅な見直しが行われており、またわが国ＯＤＡ(政府開発援助)予算（一般
会計）の縮減傾向や、民間企業の設備投資も弱含みで推移しており、先行き不透明の状況が続いていま
す。 
 このような状況の下で、当社グループの第３四半期連結累計期間の業績は、受注高は55,357百万円、売
上高は23,672百万円、営業損失は△5,397百万円、経常損失は△5,125百万円、四半期純損失は△3,559百
万円となりました。 
 また、第３四半期連結累計期間の売上高23,672百万円は、通期予想売上高70,000百万円に対して33.8％
の達成率となりました。これは当社の主要な顧客である官公庁および電力会社等へのコンサルティングサ
ービスや製品の納期が年度末（３月）に集中しているため、売上高の計上が年度末に集中する季節的な変
動特性によるものです。なお、前年および前々年同四半期連結累計期間の売上高の通期売上高に対する達
成率はそれぞれ38.6％と37.9％でした。 
 さらに、販売費及び一般管理費などの費用は年間を通じほぼ均等に発生するため、第３四半期連結累計
期間の営業利益、経常利益、および純利益ともに損失計上となりました。 
  
（セグメント別の状況） 

  
［国内建設コンサルタント事業］  

 外部顧客に対する受注高は30,071百万円（前年同期比2,508百万円の増加）となりました。売上高は
8,666百万円（前年同期比2,133百万円の減少）、営業損失は△5,561百万円（前年同期比499百万円の損失
増加）となりました。 
［海外建設コンサルタント事業］ 

 外部顧客に対する受注高は15,447百万円（前年同期比2,480百万円の増加）となりました。売上高は
7,247百万円（前年同期比703百万円の増加）、営業損失は△374百万円（前年同期比643百万円の損失減
少）となりました。 
［電力機器・装置事業］ 

 水車発電機、システム制御機器、変圧器等の製作販売を中心とする電力機器・装置事業の外部顧客に対
する受注高は6,543百万円（前年同期比25百万円の減少）となりました。売上高は4,773百万円（前年同期
比430百万円の増加）、営業利益は389百万円（前年同期比172百万円の利益増加）となりました。 
［電力等工事事業］ 

 変電、送電の工事を中心とする電力等工事事業の外部顧客に対する受注高は2,698百万円（前年同期比
488百万円の増加）となりました。売上高は1,501百万円（前年同期比71百万円の減少）、営業損失は△
223百万円（前年同期比37百万円の損失増加）となりました。 
［不動産賃貸事業］ 

 不動産賃貸事業の売上高は前年同期から横ばいの940百万円となりました。営業利益は666百万円（前年
同期比16百万円の利益減少）となりました。 
［その他の事業］ 

 ソフトウェアの開発、人材派遣業等を中心とするその他の事業の外部顧客に対する受注高は596百万円
（前年同期比45百万円の減少）となりました。売上高は542百万円（前年同期比2百万円の減少）、営業損
失は△64百万円（前年同期比54百万円の損失増加）となりました。 

  

（財政状態の分析） 
当第３四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産は72,010百万円となり、前連結会計年度末と比較し

て5,571百万円の減少となりました。 
 資産の部では、流動資産は37,192百万円となり、前連結会計年度末と比較して5,516百万円の減少とな
りました。これは売上債権の回収による受取手形及び売掛金の19,714百万円の減少と仕掛品の13,505百万
円の増加等が主な要因です。 
 固定資産は34,817百万円となり、前連結会計年度末と比較して54百万円の減少となりました。これは有
形固定資産やのれんの償却と投資有価証券の時価評価増が主な要因です。 
 負債の部では、流動負債は28,252百万円となり、前連結会計年度末と比較して2,032百万円の増加とな
りました。これは主に支払手形及び買掛金の3,092百万円の減少、前受金の5,227百万円の増加等によるも
のです。 
 固定負債は、6,686百万円となり、前連結会計年度末と比較して3,965百万円の減少となりました。これ
は主に1年内返済予定の長期借入金を流動負債に振替えたことによります。 
 純資産の部は、37,071百万円となり、前連結会計年度末と比較して3,638百万円の減少となりました。

・定性的情報・財務諸表等

1. 連結経営成績に関する定性的情報

2. 連結財政状態に関する定性的情報
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主な要因は、売上高の計上が年度末に集中する季節的な変動特性による当第３四半期連結累計期間の四
半期純損失3,559百万円等によるものです。 
 以上の結果、自己資本比率は51.1％となり前連結会計年度末と比較して1.1ポイント低下しました。 
  
（キャッシュ・フローの状況） 
営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失5,211百万円に加え、棚卸資産の増

加13,486百万円、前受金の増加4,792百万円等により1,722百万円の収入となりました。これは前年同期比
3,490百万円の収入減となりました。 
 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得等により668百万円の支出となりました。
これは前年同期比248百万円の支出減となりました。 
 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の借入等により3,044百万円の支出となりました。
これは前年同期比808百万円の支出減となりました。 
 以上の結果、現金及び現金同等物の当第３四半期連結会計期間末残高は、第２四半期連結会計期間末残
高に比べ355百万円減少の4,710百万円となりました。 
  

平成21年度の連結業績予想につきましては、昨年５月20日の公表値から変更はありません。 
なお、当社グループは、官公庁を顧客とする建設コンサルタント事業、および電力会社を顧客とする電力
エンジニアリング事業を主な事業内容としております。  
 両事業とも顧客の会計年度の後半から期末にかけて、工期・納期を迎える契約が著しく多いため、当社
グループの売上高は下半期に集中する事業特性を有しています。  

  
  

該当事項はありません。 
(注)前連結会計年度において非連結子会社であった中南米工営(株)については、重要性が増した

ため第１四半期連結会計期間より連結子会社に含めておりますが、開示府令第19条第８項に規定
する特定子会社には該当いたしません。 

  

①法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 
法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに 

限定する方法によっております。 
 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、 
一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用し 
た将来の業績予想やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

②原価差異の繰延処理 
操業度等の季節的な変動に起因して発生した原価差異につきましては、原価計算期末日まで 

にほぼ解消が見込まれるため、当該原価差異を流動負債として繰り延べております。 
  

該当事項はありません。 
  

  

3. 連結業績予想に関する定性的情報

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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5.【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,705 6,593

受取手形及び売掛金 6,012 25,727

有価証券 4 17

商品及び製品 94 96

仕掛品 20,181 6,676

原材料及び貯蔵品 206 208

その他 6,107 3,569

貸倒引当金 △120 △179

流動資産合計 37,192 42,709

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 9,320 9,613

土地 13,644 13,644

その他（純額） 996 1,062

有形固定資産合計 23,961 24,320

無形固定資産   

のれん 1,623 1,857

その他 496 522

無形固定資産合計 2,120 2,380

投資その他の資産   

その他 8,980 8,416

貸倒引当金 △244 △245

投資その他の資産合計 8,735 8,171

固定資産合計 34,817 34,871

資産合計 72,010 77,581

日本工営（株）（1954） 平成22年3月期 第3四半期決算短信
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,524 5,617

短期借入金 9,918 8,190

未払法人税等 200 527

前受金 11,497 6,270

賞与引当金 807 1,568

工事損失引当金 319 136

その他 2,984 3,909

流動負債合計 28,252 26,219

固定負債   

長期借入金 344 4,433

退職給付引当金 3,130 2,953

役員退職慰労引当金 114 114

環境対策引当金 101 －

負ののれん 46 57

その他 2,948 3,092

固定負債合計 6,686 10,651

負債合計 34,938 36,871

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,393 7,393

資本剰余金 6,131 6,131

利益剰余金 26,814 30,868

自己株式 △2,026 △2,017

株主資本合計 38,314 42,376

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,491 △1,898

評価・換算差額等合計 △1,491 △1,898

少数株主持分 249 232

純資産合計 37,071 40,710

負債純資産合計 72,010 77,581

日本工営（株）（1954） 平成22年3月期 第3四半期決算短信
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 24,749 23,672

売上原価 20,294 18,729

売上総利益 4,454 4,942

販売費及び一般管理費 10,179 10,340

営業損失（△） △5,725 △5,397

営業外収益   

受取利息 55 60

投資有価証券売却益 158 －

受取配当金 129 175

負ののれん償却額 58 10

その他 85 247

営業外収益合計 487 493

営業外費用   

支払利息 135 86

投資有価証券売却損 163 78

為替差損 405 －

その他 60 57

営業外費用合計 763 221

経常損失（△） △6,001 △5,125

特別利益   

貸倒引当金戻入額 25 45

その他 7 6

特別利益合計 33 52

特別損失   

投資有価証券評価損 167 －

過年度源泉税 28 －

たな卸資産評価損 190 －

環境対策引当金繰入額 － 101

その他 58 36

特別損失合計 445 138

税金等調整前四半期純損失（△） △6,413 △5,211

法人税、住民税及び事業税 193 404

法人税等調整額 △2,352 △2,047

法人税等合計 △2,158 △1,642

少数株主損失（△） △30 △9

四半期純損失（△） △4,224 △3,559

日本工営（株）（1954） 平成22年3月期 第3四半期決算短信

7



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △6,413 △5,211

減価償却費 840 785

のれん償却額 175 223

投資有価証券売却損益（△は益） 10 65

投資有価証券評価損益（△は益） 167 5

賞与引当金の増減額（△は減少） △413 △760

工事損失引当金の増減額（△は減少） 207 182

退職給付引当金の増減額（△は減少） － 177

環境対策引当金の増減額（△は減少） － 101

受取利息及び受取配当金 △184 △235

売上債権の増減額（△は増加） 23,020 20,414

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,877 △13,486

仕入債務の増減額（△は減少） △3,817 △3,222

前受金の増減額（△は減少） 6,077 4,792

その他 △2,142 △1,439

小計 5,649 2,393

利息及び配当金の受取額 207 219

利息の支払額 △176 △104

法人税等の支払額 △467 △786

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,213 1,722

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △508 △263

無形固定資産の取得による支出 △90 △78

投資有価証券の取得による支出 △2,433 △785

投資有価証券の売却及び償還による収入 2,206 431

貸付けによる支出 △155 △60

貸付金の回収による収入 38 61

その他 26 27

投資活動によるキャッシュ・フロー △916 △668

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,000 △2,200

長期借入金の返済による支出 △4,161 △161

配当金の支払額 △605 △603

その他 △86 △80

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,852 △3,044

現金及び現金同等物に係る換算差額 △115 △9

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 328 △1,999

現金及び現金同等物の期首残高 4,899 6,597

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 112

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,228 4,710
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当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記
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前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

  

 
(注) （１）事業の種類、性質を考慮して、事業区分を行っております。 

 （２）各事業は主に以下の内容から成り立っております。 

    国内建設コンサルタント事業・・・・日本国内の建設コンサルタント事業 

海外建設コンサルタント事業・・・・日本国外の建設コンサルタント事業 

電力機器・装置事業・・・・・・・・水車発電機、システム制御機器、変圧器等の製造販売 

電力等工事事業・・・・・・・・・・変電、送電等の工事 

不動産賃貸事業・・・・・・・・・・不動産賃貸事業 

その他の事業・・・・・・・・・・・ソフトウェアの開発等、人材派遣業等 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

  

 
(注) （１）事業の種類、性質を考慮して、事業区分を行っております。 

 （２）各事業は主に以下の内容から成り立っております。 

    国内建設コンサルタント事業・・・・日本国内の建設コンサルタント事業 

海外建設コンサルタント事業・・・・日本国外の建設コンサルタント事業 

電力機器・装置事業・・・・・・・・水車発電機、システム制御機器、変圧器等の製造販売 

電力等工事事業・・・・・・・・・・変電、送電等の工事 

不動産賃貸事業・・・・・・・・・・不動産賃貸事業 

その他の事業・・・・・・・・・・・ソフトウェアの開発等、人材派遣業等 

(5) セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

国内建設 
コンサル
タント 
事業

海外建設
コンサル
タント 
事業

電力機
器・装置
事業 
 

電力等
工事事業

 

不動産
賃貸事業

 

その他の
事業

計
消去 

又は全社
連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

10,799 6,543 4,343 1,572 944 545 24,749 ─ 24,749

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

34 5 11 409 144 929 1,534 (1,534) ─

計 10,834 6,548 4,354 1,982 1,089 1,474 26,283 (1,534) 24,749

 営業費用 15,896 7,566 4,138 2,168 405 1,484 31,660 (1,185) 30,474

 営業利益又は営業損失（△） △5,062 △1,017 216 △186 683 △10 △5,377 (348) △5,725

国内建設 
コンサル
タント 
事業

海外建設
コンサル
タント 
事業

電力機
器・装置
事業 
 

電力等
工事事業

 

不動産
賃貸事業

 

その他の
事業

計
消去 

又は全社
連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

8,666 7,247 4,773 1,501 940 542 23,672 ─ 23,672

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

94 6 31 330 103 958 1,524 (1,524) ─

計 8,761 7,253 4,805 1,831 1,044 1,501 25,197 (1,524) 23,672

 営業費用 14,323 7,627 4,415 2,055 377 1,566 30,365 (1,295) 29,069

 営業利益又は営業損失（△） △5,561 △374 389 △223 666 △64 △5,168 (229) △5,397
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前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

当連結会社は日本に所在するため、所在地別セグメント情報の開示に該当しません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

当連結会社は日本に所在するため、所在地別セグメント情報の開示に該当しません。 

  

前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

２ 国または地域の区分の方法および各地域に属する主な国または地域 

（１）国または地域の区分の方法      地理的近接度によります。 

（２）各区分に属する主な国または地域   アジア  ：ベトナム、インドネシア、スリランカ 

                     中近東  ：パレスチナ自治区、トルコ、カタール 

                     アフリカ ：ケニア、モロッコ、マラウイ 

                     中南米  ：ペルー、エルサルバドル、パラグアイ 

                     その他  ：キルギス、パラオ、西サモア 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

２ 国または地域の区分の方法および各地域に属する主な国または地域 

（１）国または地域の区分の方法      地理的近接度によります。 

（２）各区分に属する主な国または地域   アジア  ：ベトナム、インドネシア、フィリピン      

                     中近東  ：イラク、カタール、トルコ 

                     アフリカ ：ケニア、モロッコ、リビア 

                     中南米  ：パラグアイ、ペルー、パナマ 

                     その他  ：キルギス、ウクライナ、パプアニューギニア 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

アジア 中近東 アフリカ 中南米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,569 683 556 690 107 6,606

Ⅱ 連結売上高(百万円) 24,749

Ⅲ 連結売上高に占める海外 
  売上高の割合(％)

18.5 2.8 2.2 2.8 0.4 26.7

アジア 中近東 アフリカ 中南米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,030 775 494 1,640 332 7,273

Ⅱ 連結売上高(百万円) 23,672

Ⅲ 連結売上高に占める海外 
  売上高の割合(％)

17.0 3.3 2.1 6.9 1.4 30.7

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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受注および販売の状況 
  

 
（注)1.第１四半期連結会計期間より連結子会社とした中南米工営㈱の連結開始時の受注残2,269百万円を含めてお

ります。 

  2.上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  3.上記の金額は外部顧客に対するもので、セグメント間の内部取引および振替高は含まれておりません。 

6. その他の情報

期   別 
前年同四半期
平成21年３月期 

第3四半期連結累計期間

当四半期
平成22年３月期 

第3四半期連結累計期間

（参考）前期
（平成21年３月期）

区   分

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比 
(％)

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

受
注
高

 国内建設コンサルタント事業 27,563 55.2 30,071 54.3 34,598 52.4

 海外建設コンサルタント事業 12,967 26.0 (注1)15,447 27.9 19,113 29.0

 電力機器・装置事業 6,568 13.2 6,543 11.8 8,753 13.3

 電力等工事事業 2,209 4.4 2,698 4.9 2,640 4.0

 その他の事業 641 1.2 596 1.1 891 1.3

 不動産賃貸事業 ─ ─ ─

 合計 49,950 100.0 55,357 100.0 65,997 100.0

期   別 
前年同四半期
平成21年３月期 

第3四半期連結累計期間

当四半期
平成22年３月期 

第3四半期連結累計期間

（参考）前期
（平成21年３月期）

区   分

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比 
(％)

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

売
上
高

 国内建設コンサルタント事業 10,799 43.6 8,666 36.6 36,366 56.7

 海外建設コンサルタント事業 6,543 26.4 7,247 30.6 14,602 22.7

 電力機器・装置事業 4,343 17.6 4,773 20.2 8,101 12.6

 電力等工事事業 1,572 6.4 1,501 6.3 3,006 4.7

 その他の事業 545 2.2 542 2.3 859 1.3

 不動産賃貸事業 944 3.8 940 4.0 1,261 2.0

 合計 24,749 100.0 23,672 100.0 64,198 100.0

期   別 
前年同四半期
平成21年３月期 

第3四半期連結会計期間末

当四半期
平成22年３月期 

第3四半期連結会計期間末

（参考）前期
（平成21年３月期）

区   分

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比 
(％)

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

受
注
残
高

 国内建設コンサルタント事業 32,193 46.1 35,066 44.1 13,661 29.2

 海外建設コンサルタント事業 32,211 46.1 38,498 48.5 30,298 64.7

 電力機器・装置事業 3,260 4.6 3,457 4.4 1,688 3.6

 電力等工事事業 2,109 3.0 2,303 2.9 1,106 2.4

 その他の事業 112 0.2 102 0.1 47 0.1

 不動産賃貸事業 ─ ─ ─

 合計 69,887 100.0 79,429 100.0 46,802 100.0
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